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予算編成の基本的な考え方 
 

１．予算編成の基本方針 

改革前進の「改革」の一つである財政基盤の立て直しによる財政運営の健全性と持続性を確保しつつ、「前進」である、稼ぎ、

活かすという好循環による、市の潤いや活力のための未来への投資を強く意識しながら、３つの理念に基づく６つのビジョン

等の具体化をさらに進めるため、次のとおり取り組んだ。 

 

（１）第４次総合計画、前期基本計画の推進 

令和３年度は「第４次総合計画」の初年度であり、計画策定の背景を踏まえるとともに、基本構想で掲げる市の将来像

の実現を目指して、まちづくりの基本理念、まちづくりの柱（施策の大綱）に即した、必要な施策を着実に推進していく

こととした。 

 

（２）「改革前進」するために 

①財政調整基金の繰入れをしない編成の継続 

 「改革」の最たる一つである財政基盤立て直しのために、令和３年度当初予算も、引き続き財政調整基金の繰入れを

せず編成することとした。 
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②既存事業・予算の見直し 

新型コロナウイルス感染症の影響が不透明であること、また固定資産の評価替えに伴い市税が減収するなど財源不足

が見込まれることから、事業目的や成果目標を踏まえ、既存事業・予算の深掘りの見直しを継続することとした。 

  ③稼ぎ・活かす好循環の推進 

   将来の稼ぎや潤いのため、産業振興及び雇用の創出につなげ、圏央道の波及効果を活かす手段として、以下の事業に

ついて制度設計、施工時期、必要予算額について検討を深めることとした。 

・既存企業の再投資支援制度の創設及び企業立地奨励金の充実発展 

・産業用地整備支援 

・交通結節点の機能強化（スマートインターチェンジ及び乗継拠点整備） 

  ④各特定目的基金の活用 

   福祉、教育など恒常的に維持向上しなければならない事業の財源確保のために、各特定目的基金の活用を検討するこ

ととした。 
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２．予算編成結果 

令和３年度当初予算においては、子育て支援や生活保護、障害者扶助等の社会保障施策関連経費や公共施設の改修・更新に

係る維持補修費が増加するうえ、新型コロナウイルス感染症の影響により歳入の根幹をなす市税の大幅な減少が見込まれたた

め、事業効果や必要性を十分に検証した上で、既存事業・予算の見直しを行い、各部署の事務管理経費など毎年度経常的に支

出する経費について、引き続き削減に取り組んだ。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも一定水準の住民サービスを安定的に提供できるよう、限られた財源

を効果的に配分しながら、財政の健全性や持続性の維持のため財政調整基金に頼らずに、歳入に見合った歳出とすることを目

指し編成したところである。 

歳入については、市税において、新型コロナウイルス感染症の影響による経済の落ち込みや固定資産の評価替え等により個

人市民税及び法人市民税、固定資産税及び都市計画税にて減額を見込んだものである。また、国の地方財政対策として地方の

一般財源総額については、前年度と同水準を確保することが示されており、地方交付税において市税の減収見込から基準財政

収入額が減額するため、普通交付税及び臨時財政対策債において増額を見込んでいる。 

歳出については、令和３年度は第４次総合計画の初年度であり、計画に盛り込まれる施策の着実な推進を目指し、重点戦略

事業に位置づけられる企業誘致推進事業、みのりの郷東金維持管理事業、総合交通計画推進事業などを継続して計上したもの

である。 

令和２年度との比較において増額となった主なものとしては、障害者福祉サービスにおける介護給付費や生活保護扶助費の

－ 3 －



 

増などによる扶助費の増（5.2％の増率）、小学校・中学校給食業務委託料や保育所給食調理業務委託料及び予防接種事業にお

ける個別接種委託料の増などによる物件費の増（4.7％の増率）があげられる。 

減額となった主なものとしては、病院事業特別会計繰出金の減額などによる繰出金の減（2.1％の減率）、防災行政無線改修

工事の皆減などによる普通建設事業費の減（14.0％の減率）があげられる。 

この結果、令和３年度の一般会計当初予算は、192 億 7,000 万円（前年度 189 億 9,000 万円）で前年度比 2 億 8,000

万円の増額（1.5％の増率）となったものである。 
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（単位：％）

19,270,000 18,990,000 280,000 1.5

国民健康保険事業 6,467,000 6,581,000 △ 114,000 △ 1.7

後期高齢者医療 708,000 679,000 29,000 4.3

介護保険事業 4,723,000 4,667,000 56,000 1.2

介護予防支援事業 7,000 17,600 △ 10,600 △ 60.2

病院事業 1,332,122 1,727,433 △ 395,311 △ 22.9

小      計 13,237,122 13,672,033 △ 434,911 △ 3.2

2,849,333 3,085,456 △ 236,123 △ 7.7

1,429,489 1,400,892 28,597 2.0

36,785,944 37,148,381 △ 362,437 △ 1.0

●予算の規模

伸　率 会　計　別　予　算　規　模

（単位：千円・％）

区分 令和3年度 令和２年度 令和元年度 区分 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

東　金　市 1.5 3.3 △ 0.3
一般会計

特

別

会

計

9.4 3.3 1.8

地方財政計画 △1.2 1.3 3.1

千　葉　県

合      計

国 3.8 1.2 3.8
企業　下水道事業会計

企業　ガス事業会計

－ 5 －



令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

1. 市税 7,019,709 7,594,263 △ 574,554 △ 7.6 36.4

2. 地方譲与税 243,493 263,820 △ 20,327 △ 7.7 1.3

3. 利子割交付金 4,000 4,000 0 0.0 0.0

4. 配当割交付金 32,000 33,000 △ 1,000 △ 3.0 0.2

5. 株式等譲渡所得割交付金 23,000 20,000 3,000 15.0 0.1

6. 法人事業税交付金 93,000 74,000 19,000 25.7 0.5

7. 地方消費税交付金 1,394,000 1,345,000 49,000 3.6 7.2

8. ゴルフ場利用税交付金 68,000 66,000 2,000 3.0 0.3

9. 自動車取得税交付金 1 1 0 0.0 0.0

10. 環境性能割交付金 37,000 37,000 0 0.0 0.2

11. 地方特例交付金 166,000 48,000 118,000 245.8 0.9

12. 地方交付税 3,250,000 3,165,000 85,000 2.7 16.9

13. 交通安全対策特別交付金 6,000 6,000 0 0.0 0.0

14. 分担金及び負担金 54,947 56,024 △ 1,077 △ 1.9 0.3

15. 使用料及び手数料 259,238 260,046 △ 808 △ 0.3 1.3

16. 国庫支出金 3,100,619 2,938,138 162,481 5.5 16.1

17. 県支出金 1,515,305 1,543,372 △ 28,067 △ 1.8 7.9

18. 財産収入 54,092 54,243 △ 151 △ 0.3 0.3

19. 寄附金 16,504 13,106 3,398 25.9 0.1

20. 繰入金 13,292 12,859 433 3.4 0.1

21. 繰越金 100,000 100,000 0 0.0 0.5

22. 諸収入 356,300 329,728 26,572 8.1 1.8

23. 市債 1,463,500 1,026,400 437,100 42.6 7.6

19,270,000 18,990,000 280,000 1.5 100.0

（1）市税については、令和２年度における課税状況や令和３年度の経済見通し及び固定資産の評価替え等を考慮し、市税全体で7,019,709千円を計上した。
（2）地方消費税交付金については、千葉県から示された推計率から見込み、1,394,000千円を計上した。
（3）普通交付税については、国の地方交付税総額から基準財政需要額及び基準財政収入額を見込み、2,930,000千円を計上した。
　　 また、特別交付税については医療センターの運営などに係る需要等を見込み、320,000千円を計上した。
（4）市債については、1,463,500千円を計上した。主なものは、臨時財政対策債1,320,000千円、土木債135,900千円である。

令和３年度東金市一般会計予算総括表（歳入）

（単位：千円・％）

区　　　　　分

計

（歳　入）

諸収入

1.8％

県支出金

7.9％

財産収入

0.3％

歳入総額

19,270,000千円

地方譲与税 1.3％

市税

36.4％

地方交付税

16.9％

市債

7.6％

繰入金

0.1％

国庫支出金

16.1％

繰越金

0.5％

法人事業税交付金 0.5％

地方特例交付金 0.9％

地方消費税交付金 7.2％

分担金及び

負担金 0.3％

使用料及び

手数料 1.3％

配当割交付金 0.2％

株式等譲渡所得割交付金 0.1％

環境性能割交付金 0.2％

寄附金

0.1％

ゴルフ場利用税交付金 0.3％

－ 6 －



 

 
 

●一般会計歳入予算の状況 

 
【市 税】 

1 款 市税については、70 億 1,970 万 9,000 円で、前年度比５億 7,455 万 4,000 円の減額、7.6%の減率となっている。 

新型コロナウイルス感染症の影響から個人市民税及び法人市民税が減額し、固定資産の評価替え及び新型コロナウイルス感染症に関連した特

例措置により固定資産税及び都市計画税も減額することから、市税全体で大幅な減額となる見込みである。 

「個人市民税」：2 億 6,560 万円の減額     

「法人市民税」：２億 1,007 万円の減額 

「固定資産税」：1 億 1,509 万 4,000 円の減額 

「都市計画税」：650 万円の減額 

 
【地方譲与税】 

2 款 地方譲与税については、2 億 4,349 万 3,000 円で、前年度比 2,032 万 7,000 円の減額、7.7％の減率となっている。 

内訳としては、地方揮発油譲与税は 5,200 万円で、前年度比 1,000 万円の減額、自動車重量譲与税は 1 億 7,700 万円で、前年度比 1,800

万円の減額、森林環境譲与税は 1,449 万 3,000 円で、前年度比 767 万 3,000 円の増額となっており、いずれも令和 2 年度決算見込額と国

の試算における推計率を参考に計上したものである。 

 
【利子割交付金 ～ 環境性能割交付金】 

3 款 利子割交付金から 10 款 環境性能割交付金までについては、千葉県から示された推計率を参考に計上したもので、総額では、16 億

5,100 万 1,000 円で、前年度比 7,200 万の増額、4.6％の増率となっている。 
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【地方特例交付金】 
11 款 地方特例交付金については、1 億 6,600 万円で、前年度比 1 億 1,800 万円の増額、245.8％の増率となっている。 

内訳としては、個人住民税の住宅借入金等特別控除、自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性能割の臨時的軽減による減収を補填するため

の減収補填特例交付金を令和 2 年度決算見込額などから 5,900 万円計上した。また、新型コロナウイルス感染症の影響により事業収入が減少

した中小企業者等に係る固定資産税及び都市計画税の軽減措置に伴う減収を補填するため、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別

交付金を 1 億 700 万円計上したものである。 

 
【地方交付税】 

12 款 地方交付税については、32 億 5,000 万円で、前年度比 8,500 万円の増額、2.7％の増率となっている。 

普通交付税では、国の地方交付税総額から基準財政需要額及び基準財政収入額を見込み、1 億 2,000 万円増額の 29 億 3,000 万円を、特

別交付税では、3 億 2,000 万円を計上したものである。 

また普通交付税の臨時財政対策債振替相当額を 13 億 2,000 万円と見込み、普通交付税と臨時財政対策債の合算では、42 億 5,000 万円で、

前年度比 6 億 6,000 万円の増額となっている。 

 
【分担金及び負担金】 

14 款 分担金及び負担金については、5,494 万 7,000 円で、前年度比 107 万 7,000 円の減額、1.9％の減率となっている。 

 
【使用料及び手数料】 

15 款 使用料及び手数料については、2 億 5,923 万 8,000 円で、前年度比 80 万 8,000 円の減額、0.3％の減率となっている。 

 
【国庫支出金】 

16 款 国庫支出金については、31 億 61 万 9,000 円で、前年度比 1 億 6,248 万 1,000 円の増額、5.5％の増率となっている。 

「障害者自立支援給付費国庫負担金」：3,115 万 8,000 円の増額 
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「医療扶助費等負担金」：6,711 万 7,000 円の増額 

「子どものための教育・保育給付交付金」：6,555 万 2,000 円の増額 

「防災・安全交付金」：2,250 万円の皆減 

「個人番号カード交付事業費補助金」：2,056 万 3,000 円の減額 

 
【県支出金】 

17 款 県支出金については、15 億 1,530 万 5,000 円で、前年度比 2,806 万 7,000 円の減額、1.8％の減率となっている。 

「障害者自立支援給付費県負担金」：1,557 万 9,000 円の増額 

「農業基盤整備促進事業補助金」：1,132 万円の増額 

「介護施設等整備事業交付金」：3,045 万 1,000 円の減額 

「国勢調査委託金」：2,100 万円の皆減 

「衆議院議員選挙及び最高裁判所国民審査委託金」：2,415 万 6,000 円の皆増 

 

【財産収入】 
18 款 財産収入については、5,409 万 2,000 円で、前年度比 15 万 1,000 円の減額、0.3％の減率となっている。 

 

【繰入金】 
20 款 繰入金については、1,329 万 2,000 円で、前年度比 43 万 3,000 円の増額、3.4％の増率となっている。 

 
【諸収入】 

22 款 諸収入については、3 億 5,630 万円で、前年度比 2,657 万 2,000 円の増額、8.1％の増率となっている。 

「道路改良事業負担金」：3,122 万 9,000 円の増額 

「清掃組合委託事業負担金」：1,400 万円の増額 
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【市 債】 
23 款 市債については、14 億 6,350 万円で、前年度比 4 億 3,710 万円の増額、42.6％の増率となっている。 

内容としては、北幸谷川護岸補修工事などに係る農林水産業債、市道 0152 号線（東中）道路改良工事や台方区内線水路整備工事などに係

る土木債及び臨時財政対策債である。 
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令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

1. 議会費 229,480 245,776 △ 16,296 △ 6.6 1.2

2. 総務費 1,965,344 2,054,131 △ 88,787 △ 4.3 10.2

3. 民生費 8,376,126 8,031,038 345,088 4.3 43.5

4. 衛生費 1,814,779 1,859,267 △ 44,488 △ 2.4 9.4

5. 農林水産業費 748,071 745,085 2,986 0.4 3.9

6. 商工費 248,837 260,479 △ 11,642 △ 4.5 1.3

7. 土木費 1,516,100 1,442,419 73,681 5.1 7.9

8. 消防費 909,980 1,007,445 △ 97,465 △ 9.7 4.7

9. 教育費 1,913,760 1,842,744 71,016 3.9 9.9

10. 災害復旧費 4 14,615 △ 14,611 △ 100.0 0.0

11. 公債費 1,494,258 1,444,751 49,507 3.4 7.7

12. 諸支出金 123 128 △ 5 △ 3.9 0.0

13. 予備費 53,138 42,122 11,016 26.2 0.3

19,270,000 18,990,000 280,000 1.5 100.0

令和３年度東金市一般会計予算総括表（歳出）目的別

（単位：千円・％）

区　　　　分

計

（目的別歳出）

歳出総額

19,270,000千円

議会費 1.2％

総務費

10.2％

民生費

43.5％

衛生費

9.4％

土木費

7.9％

農林水産業費

3.9％

商工費 1.3％

消防費

4.7％

教育費

9.9％

公債費

7.7％

予備費 0.3％
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●一般会計歳出の「目的別予算」の状況        （※主な新規・増減事業については 26～30 ページのとおり） 

 

【議会費】 

1 款 議会費については、2 億 2,948 万円で、前年度比 1,629 万 6,000 円の減額、6.6％の減率となっている。 

（主な事業） 

○「市議会開催事務」：1,275 万 1,000 円（前年度 1,091 万 2,000 円）を計上し、定例会・臨時会等の開催、議会だよりの発行、

本会議映像のインターネット配信を行う。また、全議員へタブレット端末を配付し、議会活動に利用する。 

 

【総務費】 

2 款 総務費については、19 億 6,534 万 4,000 円で、前年度比 8,878 万 7,000 円の減額、4.3％の減率となっている。 

（主な事業） 

○「総合交通計画推進事業」：2,432 万 4,000 円（前年度 2,417 万 3,000 円）を計上し、デマンド型乗合タクシーの運行を実施

し、地域公共交通会議において総合交通計画の改定及び地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様や運賃、総合的な交通施策

等を協議する。 

○「東京 2020 オリンピック・パラリンピック推進事業」：154 万 5,000 円（前年度 116 万 9,000 円）を計上し、オリンピック・

パラリンピックへの機運醸成のため、地域で実施される聖火リレーへの参加や小学生を対象とした競技観戦の機会を提供する。 

○「防犯対策事業」：2,915 万 7,000 円（前年度 2,765 万 1,000 円）を計上し、安全で安心なまちづくりの実現に向けて犯罪の

抑止及び市民の防犯意識の普及を図る。 

○「衆議院議員選挙及び最高裁判所国民審査」：2,415 万 6,000 円（皆増）を計上し、衆議院議員選挙に係る準備事務及び投開票事

務を適正に執行する。 

 

【民生費】 

3 款 民生費については、83 億 7,612 万 6,000 円で、前年度比 3 億 4,508 万 8,000 円の増額、4.3％の増率となっている。 

（主な事業） 

○「生活保護扶助事務」：15 億 9,534 万 1,000 円（前年度 14 億 9,164 万 6,000 円）を計上し、要保護者に対し、健康で文化的
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な最低限度の生活を保障するとともに、その自立のために必要な各種扶助を行う。 

○「自立支援給付事業」：11 億 7,886 万 3,000 円（前年度 10 億 8,939 万 3,000 円）を計上し、障がいのある方の能力や適性に

応じ、自立した日常生活または社会生活を支えるため各種扶助を行う。 

○「児童手当支給事業」：7 億 5,493 万 6,000 円（前年度 7 億 6,871 万 8,000 円）を計上し、育児や教育を経済面で支援し、児

童の健やかな育ちを社会全体で応援するため、手当を支給する。 

○「子ども医療費扶助事業」：1 億 5,436 万 7,000 円（前年度 1 億 7,291 万 2,000 円）を計上し、中学生までの入院、通院及び

調剤に係る医療費、高校生の入院に係る医療費の一部を助成する。 

○「保育委託事業」：1 億 5,854 万 9,000 円（前年度 1 億 5,072 万 3,000 円）を計上し、民間保育所等への保育委託及び民間保

育士の処遇改善を図るための補助等を行う。 

○「子ども・子育て支援給付事業」：5 億 2,758 万 6,000 円（前年度 4 億 3,942 万 5,000 円）を計上し、認定こども園や小規模

保育事業等への給付及び幼児教育・保育の無償化のための施設等利用費の給付を行う。 

 

【衛生費】 

4 款 衛生費については、18 億 1,477 万 9,000 円で、前年度比 4,448 万 8,000 円の減額、2.4％の減率となっている。 

（主な事業） 

○「医療センター推進事業」：５億 3,073 万 1,000 円（前年度 6 億 880 万円）を計上し、設立団体として東千葉メディカルセンタ

ーの運営に係る所要額を負担するとともに、同センターを運営する地方独立行政法人東金九十九里地域医療センターに係る評価委

員会に関する事業を実施する。 

○「看護師修学資金貸付事業」：1 億 600 万円（前年度同額）を計上し、市内における看護師の育成と定着を図るため、市内に存す

る看護師を養成する大学等において修学する者で、将来、地方独立行政法人東金九十九里地域医療センターにおいて看護師の業務

に従事しようとする者に対し、修学資金を貸し付ける。 

○「家庭ごみ収集・処理事業」：1 億 1,760 万 3,000 円（前年度 1 億 506 万円）を計上し、家庭ごみを収集するための指定ごみ袋

を製作し、また、集積場に排出されたごみを回収し、ごみ処理施設に運搬する。 

○「予防接種事業」：1 億 1,286 万 7,000 円（前年度 9,934 万 7,000 円）を計上し、個別予防接種を実施する。 

○「健康診査事業」：5,832 万 8,000 円（前年度 5,946 万 6,000 円）を計上し、疾病の早期発見や重症化を防ぐため、健診（検診）

を実施する。 
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【農林水産業費】 

5 款 農林水産業費については、7 億 4,807 万 1,000 円で、前年度比 298 万 6,000 円の増額、0.4％の増率となっている。 

（主な事業） 

○「多面的機能発揮促進事業」：6,406 万 6,000 円（前年度 6,462 万 8,000 円）を計上し、農地・農村の有する多面的機能の維持・

発揮に向けた農用地の保全に資する各種の取組を支援する。 

○「水田農業等推進事業」：3,205 万 2,000 円（前年度 3,157 万 3,000 円）を計上し、食料自給力の向上に取り組むため、加工用

米・飼料用米・ＷＣＳ用稲を作付け、出荷する農業者に対し補助を行う。 

○「みのりの郷東金維持管理事業」：1,833 万 3,000 円（前年度 2,977 万 1,000 円）を計上し、産業交流拠点施設「みのりの郷東

金」の維持管理を行う。 

○「かんがい排水事業」：2,550 万円（前年度 1,000 万円）を計上し、農業生産の基礎となる水利条件を整備し、水利用の安定と合

理化を図るため排水路整備を行う。 

 

【商工費】 

6 款 商工費については、2 億 4,883 万 7,000 円で、前年度比 1,164 万 2,000 円の減額、4.5％の減率となっている。 

（主な事業） 

○「中小企業資金融資事業」：1 億 4,179 万円（前年度 1 億 4,775 万 1,000 円）を計上し、市内中小企業者の経営基盤の強化を図

るため、資金融資及び利子補給を行う。 

○「企業誘致推進事業」：1,615 万 6,000 円（前年度 3,236 万 2,000 円）を計上し、千葉東テクノグリーンパークへの誘致企業に

対し指定事業所奨励金を交付する。また、産業用地整備を進めるための調査研究を実施する。 

○「観光施設維持管理事業」：1,156 万 6,000 円（前年度 1,177 万 2,000 円）を計上し、県立九十九里自然公園に指定されている

雄蛇ヶ池、八鶴湖等の環境整備を行い、安全に憩える観光施設として市民に提供する。 

 

【土木費】 

7 款 土木費については、1５億 1,610 万円で、前年度比 7,368 万 1,000 円の増額、5.1％の増率となっている。 

（主な事業） 

○「地籍調査事業」：1 億 5,995 万 5,000 円（前年度 1 億 6,048 万 2,000 円）を計上し、一筆ごとの所有者・地番・地目の調査
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や境界の位置・面積の測量を実施し、地籍簿及び地籍図を作成する。 

○「道路維持管理費」：1 億 1,532 万 2,000 円（前年度 1 億 965 万 2,000 円）を計上し、市道等における歩行者の安全確保や機

能維持に向けた適切な管理を行う。 

〇「道路新設改良事業」：1 億 9,521 万 5,000 円（前年度 1 億 5,465 万 5,000 円）を計上し、生活連絡道路を改良することによ

り、市民生活の利便性を図るとともに歩行者及び車両の安全を図る。 

○「河川改修事業」：5,950 万円（前年度 3,578 万円）を計上し、雨水による浸水被害を軽減し生活環境の向上を図るため、準用河

川及び地域排水路の整備改修を行う。 

 

【消防費】 

8 款 消防費については、9 億 998 万円で、前年度比 9,746 万 5,000 円の減額、9.7％の減率となっている。 

（主な事業） 

○「広域行政組合負担金（常備消防分）」：7 億 7,891 万 8,000 円（前年度 7 億 7,305 万 9,000 円）を計上し、常備消防の共同設

置による効率的な消防体制を図るため、山武郡市広域行政組合に負担金を支払う。 

○「防災対策事業」：1,529 万 4,000 円（前年度 1 億 2,285 万円）を計上し、市民が安心して暮らせる環境をつくるため、災害時

用備蓄品の購入や自主防災組織への支援などを行う。 

 

【教育費】 

9 款 教育費については、19 億 1,376 万円で、前年度比 7,101 万 6,000 円の増額、3.9％の増率となっている。 

（主な事業） 

○「小学校運営管理事務」：9,336 万 8,000 円（前年度 8,791 万円）を計上し、小学校児童の学習環境を整え、小学校の運営管理

を適正に行う。 

○「中学校運営管理事務」：6,009 万 2,000 円（前年度 5,725 万 6,000 円）を計上し、中学校生徒の学習環境を整え、中学校の運

営管理を適正に行う。 

○「小学校コンピュータ事業」：3,610 万 6,000 円（前年度 1,989 万 1,000 円）を計上し、GIGA スクール構想に基づき児童１人

１台のタブレット端末を整備し、将来を見据えた教育 ICT 環境を整える。 

○「スポーツ施設維持管理事業」：1,688 万 9,000 円（前年度 1,398 万 4,000 円）を計上し、スポーツ施設の修繕・改修を実施し、

施設の維持管理を行う。 
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【公債費】 

11 款 公債費については、14 億 9,425 万 8,000 円で、前年度比 4,950 万 7,000 円の増額、3.4％の増率となっている。 

○「地方債管理事務（元金）」：14 億 3,840 万 3,000 円（前年度 13 億 7,284 万 4,000 円、前年度比 6,555 万 9,000 円の増額、

4.8％の増率）を計上した。 

○「地方債管理事務（利子）」：5,585 万 5,000 円（前年度 7,190 万 7,000 円、前年度比 1,605 万 2,000 円の減額、22.3％の

減率）を計上した。 

 

【諸支出金】 

12 款 諸支出金については、12 万 3,000 円で、前年度比 5,000 円の減額、3.9%の減率となっている。 

 

【予備費】 

13 款 予備費については、5,313 万 8,000 円で、前年度比 1,101 万 6,000 円の増額、26.2％の増率となっている。 
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令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

1. 人件費 4,339,322 4,378,046 △ 38,724 △ 0.9 22.5

2. 扶助費 4,420,274 4,203,103 217,171 5.2 22.9

3. 公債費 1,494,258 1,444,751 49,507 3.4 7.7

4. 物件費 2,198,673 2,100,093 98,580 4.7 11.4

5. 維持補修費 227,637 213,754 13,883 6.5 1.2

6. 補助費等 3,938,041 3,895,992 42,049 1.1 20.4

7. 積立金 22,448 13,349 9,099 68.2 0.1

8. 貸付金 226,000 226,000 0 0.0 1.2

9. 繰出金 1,936,798 1,977,502 △ 40,704 △ 2.1 10.1

10. 普通建設事業費 413,407 480,673 △ 67,266 △ 14.0 2.2

11. 災害復旧事業費 4 14,615 △ 14,611 △ 100.0 0.0

12. 予備費 53,138 42,122 11,016 26.2 0.3

19,270,000 18,990,000 280,000 1.5 100.0

区　　　　分

計

令和３年度東金市一般会計予算総括表（歳出）性質別

（単位：千円・％）（性質別歳出）

歳出総額

19,270,000千円

人件費

22.5％

物件費

11.4％

扶助費

22.9％

補助費等

20.4％

普通建設事業費

2.2％

公債費

7.7％

繰出金

10.1％

その他 2.8％

注：その他（維持補修費、積立金、貸付金、災害復旧事業費、予備費）
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●一般会計歳出の「性質別予算」の状況 

 

【人件費】 

人件費（議員報酬、特別職及び一般職員給与など）については、43 億 3,932 万 2,000 円で、前年度比 3,872 万 4,000 円の減額、0.9％

の減率となっている。 

主な内容は、議員報酬 1 億 2,462 万 3,000 円、特別職の給与 3,866 万 9,000 円、一般職員の給与 31 億 876 万 1,000 円などである。 

 

【扶助費】 

扶助費については、44 億 2,027 万 4,000 円で、前年度比 2 億 1,717 万 1,000 円の増額、5.2％の増率となっている。 

主な内容は、生活保護扶助費 15 億 9,534 万 1,000 円、自立支援医療費 1 億 3,513 万 2,000 円、障害児通所給付費 2 億 3,671 万 6,000

円、重度心身障害者医療給付費 1 億 39 万円、介護給付費等 9 億 3,203 万 3,000 円、児童手当 7 億 5,427 万円、児童扶養手当 2 億 6,276

万 9,000 円、子ども医療費扶助 1 億 4,893 万 3,000 円などである。 

 

【公債費】 

公債費については、14 億 9,425 万 8,000 円で、前年度比 4,950 万 7,000 円の増額、3.4％の増率となっている。 

内容は、償還元金 14 億 3,840 万 3,000 円、償還利子 5,585 万 5,000 円である。 

 

【物件費】 

物件費については、21 億 9,867 万 3,000 円で、前年度比 9,858 万円の増額、4.7％の増率となっている。 

主な内容は、各款にまたがる委託料 14 億 1,700 万円、需用費 3 億 2,627 万 3,000 円などである。 

 

【維持補修費】 

維持補修費については、2 億 2,763 万 7,000 円で、前年度比 1,388 万 3,000 円の増額、6.5％の増率となっている。 

主な内容は、長寿命化計画策定業務委託料 2,600 万円、道路清掃業務委託料 1,404 万 2,000 円、街路樹整備委託料 1,336 万 9,000 円、

用排水路補修工事 1,120 万円などである。 
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【補助費等】 

補助費等については、39 億 3,804 万 1,000 円で、前年度比 4,204 万 9,000 円の増額、1.1％の増率となっている。 

主な内容は、広域行政組合負担金 10 億 86 万 2,000 円、山武郡市広域水道企業団負担金 1 億 401 万 7,000 円、東金市外三市町清掃組合

負担金 3 億 9,169 万 9,000 円、広域連合負担金 5 億 5,001 万 3,000 円、下水道事業補助金及び下水道事業負担金 8 億 4,346 万 7,000

円などである。 

 

【積立金】 

積立金については、2,244 万 8,000 円で、前年度比 909 万 9,000 円の増額、68.2％の増率となっている。 

主な内容は、財政調整基金積立金 685 万 2,000 円、社会福祉事業基金積立金 61 万 2,000 円、みどりのふるさと基金積立金 47 万 2,000

円、森林環境譲与税基金積立金 1,449 万 4,000 円などである。 

 

【貸付金】 

貸付金については、2 億 2,600 万円で、前年度と同額となっている。 

内容は、中小企業資金融資預託金 1 億 2,000 万円と看護師修学資金貸付金 1 億 600 万円である。 

 

【繰出金】 

繰出金については、19 億 3,679 万 8,000 円で、前年度比 4,070 万 4,000 円の減額、2.1％の減率となっている。 

主な内容は、国保特別会計繰出金 4 億 1,847 万円、後期高齢者医療特別会計繰出金 1 億 5,713 万 3,000 円、介護保険事業特別会計繰出

金 8 億 2,763 万 5,000 円、病院事業特別会計繰出金 5 億 3,013 万 7,000 円などである。 

 

【普通建設事業費】 

普通建設事業費については、4 億 1,340 万 7,000 円で、前年度比 6,726 万 6,000 円の減額、14.0％の減率となっている。 

主な内容は、道路新設改良事業 1 億 9,521 万 5,000 円、道路舗装等事業 2,400 万円、河川改修事業 5,750 万円、地域介護・福祉空間整

備事業 3,360 万円、かんがい排水事業 2,550 万円などである。 
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【予備費】 

予備費については、5,313 万 8,000 円で、前年度比 1,101 万 6,000 円の増額、26.2％の増率となっている。 
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令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

1. 国民健康保険税 1,290,300 1,385,800 △ 95,500 △ 6.9 19.9

2. 国庫支出金 1 3,585 △ 3,584 △ 100.0 0.0

3. 県支出金 4,526,148 4,598,875 △ 72,727 △ 1.6 70.0

4. 財産収入 76 169 △ 93 △ 55.0 0.0

5. 繰入金 608,470 535,968 72,502 13.5 9.4

6. 繰越金 24,000 38,000 △ 14,000 △ 36.8 0.4

7. 諸収入 18,005 18,603 △ 598 △ 3.2 0.3

6,467,000 6,581,000 △ 114,000 △ 1.7 100.0

令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

1. 総務費 31,484 38,525 △ 7,041 △ 18.3 0.5

2. 保険給付費 4,471,894 4,542,010 △ 70,116 △ 1.5 69.2

3. 国民健康保険事業費納付金 1,857,742 1,881,232 △ 23,490 △ 1.2 28.7

4. 共同事業拠出金 2 2 0 0.0 0.0

5. 保健事業費 86,832 95,765 △ 8,933 △ 9.3 1.3

6. 基金積立金 76 169 △ 93 △ 55.0 0.0

7. 公債費 1 1 0 0.0 0.0

8. 諸支出金 7,002 7,402 △ 400 △ 5.4 0.1

9. 予備費 11,967 15,894 △ 3,927 △ 24.7 0.2

6,467,000 6,581,000 △ 114,000 △ 1.7 100.0

区　　　　分

計

令和３年度東金市国民健康保険事業特別会計予算

（単位：千円・％）

（単位：千円・％）

区　　　　分

計

（歳　入）

（歳　出）

歳入総額

6,467,000千円

国民健康保険税

19.9％

県支出金

70.0％

その他 10.1%

注：その他（国庫支出金、

財産収入、繰入金、

繰越金、諸収入）

1 2 3 4 5 6 7

保険給付費

69.2％

その他 2.1％

歳出総額

6,467,000千円

国民健康保険事業費納付金

28.7％

注：その他（総務費、共同事業拠出金、保健事業費、基金積立金、

公債費、諸支出金、予備費）
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令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

1. 保険料 545,282 526,784 18,498 3.5 77.0

2. 繰入金 157,133 146,454 10,679 7.3 22.2

3. 繰越金 3,816 3,982 △ 166 △ 4.2 0.5

4. 諸収入 1,769 1,779 △ 10 △ 0.6 0.3

使用料及び手数料(廃款) 0 1 △ 1 △ 100.0 -

708,000 679,000 29,000 4.3 100.0

令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

1. 総務費 24,670 21,960 2,710 12.3 3.5

2. 後期高齢者医療広域連合納付金 678,564 652,108 26,456 4.1 95.9

3. 諸支出金 950 950 0 0.0 0.1

4. 予備費 3,816 3,982 △ 166 △ 4.2 0.5

708,000 679,000 29,000 4.3 100.0

区　　　　分

計

（歳　入）

（歳　出）

令和３年度東金市後期高齢者医療特別会計予算

（単位：千円・％）

（単位：千円・％）

区　　　　分

計

歳入総額

708,000千円
保険料

77.0％

繰越金 0.5％

繰入金

22.2％

諸収入 0.3％

歳出総額

708,000千円

総務費

3.5％

後期高齢者医療

広域連合納付金

95.9％

諸支出金 0.1％ 予備費 0.5％
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令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

1. 保険料 1,135,600 1,133,500 2,100 0.2 24.1

2. 国庫支出金 941,400 936,773 4,627 0.5 19.9

3. 支払基金交付金 1,172,473 1,166,878 5,595 0.5 24.8

4. 県支出金 642,915 634,515 8,400 1.3 13.6

5. 財産収入 10 43 △ 33 △ 76.7 0.0

6. 繰入金 827,636 787,830 39,806 5.1 17.5

7. 繰越金 1 1 0 0.0 0.0

8. 諸収入 2,964 7,459 △ 4,495 △ 60.3 0.1

9. 市債 1 1 0 0.0 0.0

4,723,000 4,667,000 56,000 1.2 100.0

令和３年度予算 令和2年度予算 増減額 増減率 構成比

1. 総務費 203,790 169,441 34,349 20.3 4.3

2. 保険給付費 4,270,428 4,248,030 22,398 0.5 90.4

3. 財政安定化基金拠出金 1 1 0 0.0 0.0

4. 地域支援事業費 164,203 153,613 10,590 6.9 3.5

5. 基金積立金 80,908 92,277 △ 11,369 △ 12.3 1.7

6. 公債費 1 1 0 0.0 0.0

7. 諸支出金 1,001 501 500 99.8 0.0

8. 予備費 2,668 3,136 △ 468 △ 14.9 0.1

4,723,000 4,667,000 56,000 1.2 100.0

区　　　　分

計

（歳　入）

（歳　出）

令和３年度東金市介護保険事業特別会計予算

（単位：千円・％）

（単位：千円・％）

区　　　　分

計

歳入総額

4,723,000千円

保険料

24.1％

国庫支出金

19.9％
支払基金交付金

24.8％

県支出金

13.6％

繰入金 17.5％

歳出総額

4,723,000千円

総務費 4.3％

保険給付費

90.4％

地域支援事業費 3.5％

予備費 0.1％基金積立金 1.7％

諸収入 0.1％
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（歳　入）

区　　　　分 令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

 1. サービス収入 3,699 9,024 △ 5,325 △ 59.0 52.9

 2. 繰入金 3,300 8,575 △ 5,275 △ 61.5 47.1

 3. 諸収入 1 1 0 0.0 0.0

計 7,000 17,600 △ 10,600 △ 60.2 100.0

区　　　　分 令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

 1. 事業費 6,649 17,336 △ 10,687 △ 61.6 95.0

 2. 予備費 351 264 87 33.0 5.0

　　　　　　計 7,000 17,600 △ 10,600 △ 60.2 100.0

（歳　出）

令和３年度東金市介護予防支援事業特別会計予算

（単位：千円・％）

（単位：千円・％）

歳入総額

7,000千円
サービス収入

52.9％

繰入金

47.1％

歳出総額

7,000千円
事業費

95.0％

予備費 5.0％
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（歳　入）

区　　　　分 令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

 1. 県支出金 248,400 531,400 △ 283,000 △ 53.3 18.6

 2. 財産収入 2,451 2,540 △ 89 △ 3.5 0.2

 3. 繰入金 697,375 775,786 △ 78,411 △ 10.1 52.4

 4. 諸収入 383,896 417,707 △ 33,811 △ 8.1 28.8

計 1,332,122 1,727,433 △ 395,311 △ 22.9 100.0

区　　　　分 令和３年度予算 令和２年度予算 増減額 増減率 構成比

 1. 事業費 697,375 775,786 △ 78,411 △ 10.1 52.4

 2. 基金積立金 250,851 533,940 △ 283,089 △ 53.0 18.8

 3. 公債費 383,896 417,707 △ 33,811 △ 8.1 28.8

　　　　　　計 1,332,122 1,727,433 △ 395,311 △ 22.9 100.0

令和３年度東金市病院事業特別会計予算

（歳　出）

（単位：千円・％）

（単位：千円・％）

歳入総額

1,332,122千円

繰入金

52.4％

諸収入

28.8％

県支出金

18.6％

財産収入

0.2％

歳出総額

1,332,122千円

事業費

52.4％

公債費

28.8％

基金積立金

18.8％
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1 企画課
東京2020オリンピック・パラリンピック開催に伴い、地域で実施される聖火リ
レーへの参加や小学生を対象とした競技観戦の機会を提供する。
新規事業費…1,545千円

東京2020オリ
ンピック・パラ
リンピック推進
事業

1,545 1,169 376 2 1 6

2 地域振興課
総合交通計画を改定するため、策定主体となる東金市地域公共交通会議に策定費用
を補助する。
新規事業費…5,500千円

総合交通計画推
進事業

24,324 24,173 151 2 1 6

3 地域振興課
地域課題の把握や地域支援のあり方の検討のため、各地区に設立された地区振興協
議会へ運営費交付金を支給する。
新規事業費…1,200千円

自治活動活性化
促進事業

23,211 22,053 1,158 2 1 9

1
医療センター
推進課

病院事業債に係る公債費の減額などに伴う東千葉メディカルセンターの運営に対す
る事業負担金の減額（病院事業特別会計繰出金78,411千円減額）

医療センター推
進事業

530,731 608,800 △ 78,069 4 1 1

オリンピック・パラリン
ピック観戦

令和３年度東金市予算　【 主な新規事業・増減事業 】
増減事業については、予算事業で前年度当初予算に比して2,000万円以上の増減等があったもの

■ 企画政策部　主な新規事業
(単位:千円)

No 事　業 担当課 事 業 概 要 予算事業名
令和3年度
当初予算額

令和2年度
当初予算額

予算事業名
令和3年度
当初予算額

総合交通計画の改定

自治振興交付金の拡充

■ 企画政策部　主な増減事業

No 事　業 担当課 主な増減要因等

医療センター推進事業

目
令和2年度
当初予算額

比較 款 項

比較 款 項 目
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1
選挙管理委員
会事務局

衆議院議員選挙及び最高裁判所国民審査に係る準備事務及び投開票事務を執行す
る。
新規事業費…24,156千円

衆議院議員選挙
及び最高裁判所
国民審査

24,156 0 24,156 2 4 4

2 収税課
ペイジー口座振替受付サービスによる口座振替手続きの簡略化や電子マネーによる
キャッシュレス収納を導入し、納税環境の整備を行う。
新規事業費…72千円

市税徴収事務 19,600 19,737 △ 137 2 2 2

1
選挙管理委員
会事務局

東金市議会議員選挙に係る準備事務及び投開票事務経費の皆減
東金市議会議員
選挙

0 31,289 △ 31,289 - - -

2
選挙管理委員
会事務局

千葉県知事選挙に係る準備事務及び投開票事務経費の皆減 千葉県知事選挙 0 21,000 △ 21,000 - - -

3 消防防災課 防災行政無線改修工事の皆減（94,412千円皆減） 防災対策事業 15,294 122,850 △ 107,556 8 1 4

4 財政課
平成30年度に発行した緊急防災・減災事業債（防災行政無線デジタル化工事）、
学校教育施設等整備事業債（中学校空調整備工事）など、過年度に発行した地方債
の償還開始による増額

地方債管理事務
（元金）

1,438,403 1,372,844 65,559 11 1 1

目

目

■ 総務部   主な増減事業

No 事　業 担当課 主な増減要因等 予算事業名
令和2年度
当初予算額

比較 款 項

■ 総務部   主な新規事業

No 事　業 担当課 事 業 概 要 予算事業名
令和3年度
当初予算額

衆議院議員選挙及び最高
裁判所国民審査

ペイジー口座振替受付
サービス及び電子マネー
収納

令和2年度
当初予算額

比較 款 項

令和3年度
当初予算額

東金市議会議員選挙

地方債管理事務（元金）

防災対策事業

千葉県知事選挙
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1 社会福祉課
令和３年度をもって終了する地域福祉計画の次期計画を策定する。
新規事業費…4,062千円

社会福祉内部管
理事務

6,488 1,518 4,970 3 1 1

2 社会福祉課
生活困窮世帯への支援として、子どもの学習生活支援及び家計改善支援を行う。
新規事業費…2,250千円

生活困窮者自立
支援事業

16,284 11,753 4,531 3 1 1

3 高齢者支援課
在宅で介護をしている家族への支援として、要介護３の方(本人非課税）へ紙おむ
つを支給する。
新規事業費…1,051千円

家族介護支援事
業

1,051 0 1,051 3 1 3

4 健康増進課
生まれつきの難聴を早期に発見するため、新生児聴覚スクリーニング検査を行う。
新規事業費…1,018千円

母子健康診査事
業

38,097 35,205 2,892 4 1 2

1 社会福祉課 障害福祉サービス利用者数の増加に伴う介護給付費等及び障害児通所給付費の増額
自立支援給付事
業

1,178,863 1,089,393 89,470 3 1 4

2 こども課
保育施設利用者数の増加に伴う地域型保育給付費及び子育てのための施設等利用給
付費の増額

子ども・子育て
支援給付事業

527,586 439,425 88,161 3 2 1

3 こども課 給食調理業務を委託する保育施設が３施設から４施設に増えることによる増額
保育所・認定こ
ども園管理事業

114,863 89,288 25,575 3 2 2

4 社会福祉課 医療扶助費の増による増額
生活保護扶助事
務

1,595,341 1,491,646 103,695 3 3 2

自立支援給付事業

生活保護扶助事務

子ども・子育て支援給付
事業

■ 市民福祉部    主な新規事業

No 事　業 担当課 事 業 概 要

令和2年度
当初予算額

比較 款 項 目

目

生活困窮者支援

新生児聴覚スクリーニン
グ検査の実施

■ 市民福祉部    主な増減事業

No 事　業 担当課 主な増減要因等 予算事業名
令和3年度
当初予算額

予算事業名
令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

比較 款 項

地域福祉計画の策定

紙おむつ支給の拡充

保育所・認定こども園管
理事業
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1 農政課
農業振興地域整備計画の全体見直しを行うための基礎調査として、市内農地の現況
調査を行う。
新規事業費…6,798千円

農業振興地域整
備計画事務

6,803 13 6,790 5 1 3

2 農政課
北幸谷川の護岸補修工事を行う。
新規事業費…19,000千円

かんがい排水事
業

25,500 10,000 15,500 5 1 5

3 農政課
令和元年10月大雨により土砂崩れが発生した山林の対策工事を行う。
新規事業費…18,000千円

治山林道事業 18,000 0 18,000 5 2 1

4 商工観光課
市の経済構造、立地環境や産業の現況、企業立地動向や立地ニーズを踏まえ、企業
立地推進に向けた具体的な方策を検討し、企業立地戦略を策定する。
新規事業費…3,795千円

企業誘致推進事
業

16,156 32,362 △ 16,206 6 1 2

1 農政課 水門整備補修工事の皆減（22,583千円皆減）
土地改良施設維
持管理適正化事
業

6,405 30,895 △ 24,490 5 1 5

1 建設課

市道0224号線（広瀬）の排水整備工事を行う。
新規事業費…5,000千円
市道4447号線（下谷）の舗装新設工事を行う。
新規事業費…4,000千円

道路舗装等事業 24,000 33,000 △ 9,000 7 2 3

2 建設課
福俵１号調整池及び２号調整池の堆積土の浚渫を行う。
新規事業費…15,000千円

調整池管理事業 30,077 18,982 11,095 7 3 1

3 都市整備課
都市計画法に基づく都市計画に関する基礎調査として、人口規模、市街地面積、土
地利用、交通量及び都市施設の状況などの現況調査を行う。
新規事業費…5.330千円

都市施策調査研
究・企画立案事
務

5,330 4,796 534 7 4 1

施設改修工事

土地改良施設維持管理適
正化事業

都市計画基礎調査業務委
託

■ 経済環境部　　主な新規事業

No 事　業 担当課 事 業 概 要

■ 都市建設部　　主な新規事業

No 事　業 担当課

農業振興地域整備計画の
変更

目

■ 経済環境部　　主な増減事業

No 事　業 担当課 主な増減要因等 予算事業名

予算事業名
令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

比較 款 項

令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

比較 款 項 目

企業立地戦略策定業務委
託

排水路改修工事

治山工事

目予算事業名
令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

比較 款 項

排水整備工事
道路舗装新設工事

事 業 概 要
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1 建設課
新ごみ処理施設アクセス道路整備に係る測量設計業務委託料及び市道0117号線
(福俵)道路整備に係る用地購入費の増額

道路新設改良事
業

195,215 154,655 40,560 7 2 3

2 建設課 菱沼及び武射田区内線水路整備に係る工事費の増額 河川改修事業 59,500 35,780 23,720 7 3 1

3 都市整備課 被災住宅修繕緊急支援事業補助金の皆減（51,000千円皆減）
被災者住宅再建
支援事業

1,121 52,835 △ 51,714 7 5 3

1 学校教育課
GIGAスクール構想による児童１人１台のICT端末整備として、小学校１～４年生
用にタブレット端末の借上げを行う。
新規事業費…21,831千円

小学校コン
ピュータ事業

36,106 19,891 16,215 9 2 2

2 学校教育課
GIGAスクール構想による教育環境を整備するため、指導者用デジタル教科書(英
語)を導入する。
新規事業費…1,078千円

中学校教育振興
事業

29,687 22,759 6,928 9 3 2

3
スポーツ振興
課

市民体育祭とスポレクデーを融合し、誰でも気軽に参加できる自由参加型・体験型
の総合スポーツイベントを開催する。
新規事業費…981千円

スポーツ教室・
イベント実施事
業

11,722 6,739 4,983 9 6 1

道路新設改良事業

GIGAスクール端末借上
げ

指導者用デジタル教科書
導入

スポーツフェスティバル
の開催

■ 都市建設部　　主な増減事業

No 事　業 担当課 主な増減要因等 予算事業名
令和3年度
当初予算額

令和2年度
当初予算額

比較 款 項 目

河川改修事業

被災者住宅再建支援事業

■ 教育部　　主な新規事業

No 事　業 担当課 事 業 概 要 目予算事業名
令和３年度
当初予算額

令和２年度
当初予算額

比較 款 項
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